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【第６回会議】
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ところ 福島市役所東棟４階 庁議室
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１．『新しい西棟』基本計画策定に向けた諸元

（１）新庁舎の基本理念と基本方針 「福島市新庁舎基本構想（平成13年度）」より

基本理念 「市民、街なか、広域に開かれた 市役所づくり」

基本方針 ⅰ 市民参加・市民交流の促進

ⅱ 21世紀の行政事務の実現（市民サービスの高度化）

ⅲ 安全・安心の拠点づくり

ⅳ ユニバーサルデザインと環境共生への取り組み

ⅴ 街なかにふさわしい生活環境の回復と創造

ⅵ 広域連携の拠点づくり
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（２）風格ある県都を目指すまちづくり構想における新しい西棟の位置付け

≪統合・複合化による市役所本庁舎西棟の整備≫

公共施設の質と量の最適化や防災機能の強化を図る観点から、市役所本庁舎西

棟の市民交流機能に、市民会館の機能（近隣利用者向け会議室機能など）と、敬

老センターの機能、そして中央学習センター機能との統合・複合化について検討

する。

今後は、『新しい西棟』として調査検討を進め、早期の完成を目指す。
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（３）新しい西棟の目指す姿

新しい西棟は、「風格ある県都を目指すまちづくり構想」に基づき、公共施設等総合管理計画の基本

方針であるライフサイクルコストの縮減に努めながら、市民会館・敬老センター・中央学習センターの

機能を統合・複合化した「市民交流機能」、市民の代表としての「議会機能」、さらには市民の安全・

安心のための「防災機能」を備える『複合市民施設』として、市民に身近で、より一層愛着をもって、

多くに皆様に利用される施設となるよう整備を図る。

行政機能の一部
（市民兼用会議室機能）

議会機能防災機能市民交流機能

新しい西棟 ＝ 『複合市民施設 』
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

１ 市民交流機能（市民交流施設）に関する諸元

① 複合化する機能

ⅰ 市民会館の会議室機能の一部

ⅱ 敬老センターの機能

ⅲ 中央学習センターの機能

ⅳ 前計画(*)で予定されていた「市民利用施設」の機能

(*)前計画については、P.29の<参考>を参照
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

② 施設に求められる役割

ⅰ 市民の交流拠点としての役割

ⅱ 中央地区のコミュニティ拠点としての役割

ⅲ 災害時の避難場所・避難所としての役割

ⅳ 共生社会実現のための役割

ⅴ 施設利用者の利便性を高める役割

③ 施設のコンセプト

市民交流の拠点となる多機能型の施設



8

必要な機能 機能の概要 機能の規模

ⅰ会議室機能
◇中・小規模の部屋を設置（100～25㎡程度、小規模の部屋の重点的な配置を想定）。

◇調理実習室を設置、会議室として兼用できるような仕様とする。

◇一部の部屋を防音の仕様とし、音楽やダンスなどに利用できる部屋とする。

680㎡程度

ⅱホール機能
◇可動間仕切等の設置により、大～中規模の部屋としても利用できるようにする。

◇可動式のステージを設置できるようにし、利用の自由度を高める。
385㎡程度

ⅲ和室機能
◇管理コスト、メンテナンス等を考慮し、ｸｯｼｮﾝﾌﾛｱ等の仕様も検討。

◇可動間仕切等の設置により、中～小規模の部屋としても利用できるようにする。

◇茶道等の利用については、同様の機能を持つ近隣他施設で代用。

80㎡程度

ⅳ軽食・ｶﾌｪ・売店等、
施設利用者の利便性
向上のための機能

◇施設利用者の利便性の向上のための軽食・ｶﾌｪ・売店等の設置を検討

◇具体的な形態・運営等については、今後検討。

200㎡程度

ⅴ共生社会実現に向
けたスペース

◇障がい者への理解が深まるようなスペースの設置（展示や物販など）。

◇障がいのある人とない人が一緒に利用し、交流できるようなスペースの設置。

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

④ 市民交流施設に必要な機能の概要（基本的な整備方針）
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必要な機能 機能の概要 機能の規模

ⅵ託児等も想定した
子育てに関するス
ペース

◇西棟だけでなく東棟を利用(行政手続きなど)する方を対象とした、託児スペースの

設置。

◇運営方法や運営主体などの詳細については、今後検討。

45㎡程度

ⅶ様々な市民が広く
交流できるオープン
スペース・市民談話
スペース等を含めた
共用部分

◇様々な市民が広く交流できるオープンスペース・談話スペースを設けることにより、

利用しやすく居心地の良い施設を目指すとともに、中央地区住民のコミュニケー

ションの場としても活用。

◇ⅳの軽食・ｶﾌｪ・売店等や、ⅴの共生社会実現スペースとの相互利用も含めて検討。

◇そのほか、廊下や階段、トイレ、機械室、エントランスなど、建物に必要とされる

共用部分。

（共用部分に含む）

ⅷ市民交流施設の管
理・運営等に係る事
務室のスペース

◇市民交流施設の運営等については、今後検討。

◇印刷室等についても、当面積に含む。 110㎡程度

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

④ 市民交流施設に必要な機能の概要（基本的な整備方針）

※それぞれの機能別の面積については、設計の段階で調整する可能性がある。
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

➄ 市民交流施設の全体規模

市民交流施設の面積合計（共用部分を除く） 1,500㎡程度

共用部分を含めた市民交流施設全体の規模 新しい西棟の２フロア分

＜参考＞ 前計画の１フロア面積は、1,600～1,800㎡程度（うち4割程度は共用部分）
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

⑥ 新しい西棟の駐車場について

◇市民交流施設利用者の台数予測 105 台

675人 × 40.6％ × 38.5％ ≒ 105台
想定定員 定員に対する平均利用率 来館者における車利用率 想定利用台数

(最大利用者数） （市民会館・中央学習Ｃ） (市民会館・中央学習Ｃ）

西街区(新しい西棟敷地)へ整備すべき駐車台数 193台
（想定利用台数105台 ＋ 現西街区駐車台数88台 ＝ 193台）

本庁駐車場（東棟・西棟および周辺）の総駐車台数 約400台
（想定利用台数105台 ＋ 現在駐車可能台数296台 ＝ 401台）
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2 防災機能に関する諸元

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

① 新しい西棟に必要な防災機能の概要（基本的な整備方針）

前計画では、西棟は中層建築物であることから、地震時の建物の安全性、機能性を確保できる

耐震構造としたが、東日本大震災の経験を踏まえるとともに、さらに新しい西棟は市民利用施設

の統合・複合化により利用者の増加や、避難所として地震時の利用も見込まれることから、これ

を見直し、「免震構造」とする。

ⅰ 耐震計画について【見直し：変更】
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ⅱ 指定緊急避難場所・指定避難所について【見直し：変更】

指定緊急避難場所として、東棟（駐車場兼市民広場）および西棟（市民広場・駐車場・１階ﾌﾛｱ）

を計画していたが、現在の避難場所・避難所として指定されている中央学習センターおよび市民会館

と統合・複合化を図ることから、新しい西棟を当該地区の「指定緊急避難場所」とすることに加え、

新たに「指定避難所」とする。

＜避難場所・避難所の指定後の規模（想定）＞

地区名 施設名 指定緊急避難場所 指定避難所

第二小学区域
（現在）

中央学習センター 753㎡ 377人 468㎡ 234人

市民会館 ― 288㎡ 144人

地区名 施設名 指定緊急避難場所 指定避難所

第二小学区域
（指定後）

福島市役所
（新しい西棟）

西街区敷地 約9,700㎡
〈市民広場、駐車場、西棟(市民利用施設）〉

西棟(市民利用施設)に1,190㎡程度
を確保（⇒ 2㎡/人×595人）

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元
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ⅲ 備蓄倉庫について【見直し：検討】

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

平成22年3月に国から「業務継続のための官庁施設の機能確保に関する指針」が示され、非常時優先業

務を行うために必要な「活動支援空間における機能」として、簡易ﾄｲﾚや非常食等を備蓄する倉庫の確保

が必要とされたことから、災害時における食料や、毛布、簡易ﾄｲﾚ等を備えるほか、救援物資の保管場所

等として利用するための備蓄倉庫を設置する。なお、昨年の台風19号をはじめ近年の大規模災害の発生

状況等に鑑み、設置場所については新しい西棟の地下にこだわらず、あらためて検討することとする。

ⅳ 耐震性貯水槽について【見直し：追加】

新しい西棟敷地内（西街区）地下に、災害対策活動の拠点的役割を担うため、耐震性を備えた災害

時給水貯水槽兼防火水槽を設置する。併せて、災害時における応急給水活動を円滑に行うため、新た

に給水車用給水栓（給水塔）を設置する。

貯水量 災害時想定応急給水人数 周辺施設(市役所・福島競馬場、保健福祉ｾﾝﾀｰ等)を含めた合計貯水量 726㎥(726,000ℓ)
※726,000ℓ÷3ℓ(1人・日)÷3日間≒8万人100㎡(100トン) 3日間 80,000人
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ⅴ 非常電源・給水設備について【見直し：追加】

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

災害等に伴う停電の際にも各設備（照明、消防設備、給排水等）へ給電し、庁舎機能を維持し、災害

対策等業務を支障なく行えるよう、非常用自家発電装置（東棟・西棟共用）を設置する。（※東棟に整備済み）

また、環境負荷の低減や維持管理費の削減を図るとともに、災害時を含む新しい西棟の電力供給の一

部をまかなうため、新たに太陽光や水素エネルギー等再生可能エネルギーの発電装置及び蓄電池を設置

する。

非常用発電機
電力供給
稼働時間

停電時における非常用電源の給電先（設備等）

地下タンク容量
25,000ℓ（A重油）

※約7,000ℓ使用/日

３日間
(72時間)

◯照明設備

（庁議室、危機管理室、中央監視室、サーバー室、執務室：平時の1/10、廊下1/3）

◯消防設備（消火栓、スプリンクラー、排煙設備）

◯空調設備（庁議室、危機管理室、中央監視室、サーバー室、10階電気室）

◯執務室（赤色コンセントのみ給電）

◯給排水設備（上水・井水・雨水揚水ポンプ）

◯給湯設備



16

ⅵ 緊急援助物資等搬入トラック駐車場について

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

災害時における緊急援助物資等を円滑に搬入・搬出できるよう、備蓄倉庫設置場所に災害時搬入

トラックの進入路および駐車場を確保する。

ⅶ 防火水槽について

消防法施行令第27条の規定により、消防用水を中心とした水平距離100mの半径内に建築物を

おおうことができるよう、防火貯水槽を設置する。

【※東棟屋外に整備済み 貯水量60㎥（60ﾄﾝ）】
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

② 新しい西棟における防災機能一覧

防災機能 新しい西棟 ※東棟

耐震計画 ◯免震構造 ◇免震構造

指定緊急避難場所 ◯市民広場、駐車場、市民利用施設 ◇市民広場(南側駐車場)

指定避難所 ◯市民利用施設（1,190㎡程度） ―

備蓄倉庫 ◯設置場所等について検討 ―

耐震性貯水槽
◯飲料水兼用耐震性貯水槽（100㎥）
◯給水車用給水栓

―

非常電源・給水設備
◯非常用発電機及び給水設備（西棟・東棟兼用）

◯再生可能エネルギー発電装置・蓄電池 ―

緊急援助物資等
搬入トラック駐車場

◯備蓄倉庫設置場所により検討 ―

防火水槽 ― ◇屋外地下（60㎥）
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３ 議会機能に関する諸元

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

① 前計画における議会機能

全体規模 面積（共用部分を除く） 構成（用途等）

３フロア
（3～5階）

約2,300㎡

◯議場（報道席、傍聴席、ロビー含む）

◯全員協議会室、常任委員会室（4室）

◯議長室、副議長室、正副議長応接室

◯議員控室、応接室、図書室

◯議会事務局（局長室含む）、書庫・倉庫
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② 市議会（新庁舎西棟建設調査特別委員会）「新しい西棟の建設に関する提言」（令和2年3月25日）

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

《議会機能に関する諸元》

ⅰ 前計画において将来人口30万人に到達した際の上限である46名とされている議員定数については、
国立社会保障・人口問題研究所の推計手法に準拠すると、2040年には本市の人口が約22万6,000人ま
で減少すると推計されている社会変化などを見据え、現在の35名を基本とした規模での施設整備とす

ることが妥当である。

ⅲ 議場や委員会室の整備においては、本会議や委員会での利用を基本としつつ、多用途な活用を可能
にするなど自由度を高めた整備をすることも、新しい西棟、さらには東棟を含めた庁舎全体による最適
な施設の活用を進めていくうえで有効である一方、福島市議会は通年会期制度を導入しており、委員会
室の市民への貸出しを行った場合、緊急会議の開催等により予約を急遽取消すこととなる場合が想定さ

れるなど、多用途な活用をする場合において、その運用方法には十分留意すべきである。

ⅱ 前計画にある全員協議会室専用の施設整備は、議場や委員会室で全員協議会を開催することが可能

な施設整備がなされれば不要となり、コスト縮減等につなげることも検討可能である。
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③ 市議会からの提言を受けての議会機能規模の再検討

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

ⅰ現在の議員定数を基本とした施設整備

＜起債基準に基づく議会機能の面積＞ ※議員1人あたり35.0㎡

議員定数46人から35人（△11人）に見直した場合

11人×35.0㎡ ＝ 385㎡ （縮小）

ⅱ全員協議会室を議場との兼用とした施設整備

＜全員協議会室の面積＞

現計画における面積 225㎡（縮小）

※ⅰおよびⅱにより、合計610㎡程度を規模見直し（縮小）が可能

前計画の議会機能面積(2,300㎡)－ 縮小分(610㎡)＝ 1,690㎡ ≒ 約1,700㎡

新しい西棟の議会機能面積は、1,700㎡程度に見直しを図る。



必要な機能 機能の概要 機能の規模

ⅰ 議場

◇バリアフリーを基本に、議場および、傍聴席、報道席を整備する。

◇全員協議会の開催を可能とする仕様とする。

◇議場のレイアウトのほか、ＩＣＴ化を含む必要な設備や、市民への開放等について

は、引き続き市議会特別委員会と協力しながら検討する。

1,700㎡程度

ⅱ 常任委員会室
◇各常任委員会の４室整備を基本とする。

◇市民への開放等については、引き続き市議会特別委員会と協力しながら検討する。

ⅲ 議員室等

◇議長室、副議長室、および正副議長応接室を整備する。

◇議員控室、および議員応接室を整備する。

◇議員控室は、会派数や会派人数の変動にも対応可能な、フレキシブルな構造等を

検討する。

◇議会図書室を整備する。

ⅳ 議会事務局 ◇議会事務局（議会総務課・議事調査課）執務室、および議会事務局長室を整備する。
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④ 新しい西棟に必要な議会機能の概要

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

➄ 新しい西棟における議会機能の全体規模

議会機能の面積合計（共用部分を除く） 1,700㎡程度

共用部分を含めた議会機能全体の規模 新しい西棟の２フロア分
※議場の構造によっては天井高について検討

＜参考＞ 前計画の１フロア面積は、1,600～1,800㎡程度（うち4割程度は共用部分）
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４ 行政機能に関する諸元

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

① 新しい西棟の行政機能に関する基本的な方針

中核市移行に伴い、保健所設置のほか、東棟内においては産業廃棄物処理事務や介護サービス事業者

の指定・指導・監督、身体障害者手帳の交付など、県からの事務移譲による組織・職員の拡大に対応し

手狭となる一方、東棟配置の現部局に加え、申請手続き等市民サービスの向上を図るため、こども未来

部を本庁内に配置できるよう、起債基準に基づく必要面積を参酌しながら、執務室の再配置を進める。

ⅰ 新しい西棟および東棟における適切な執務室の配置

ⅱ 業務の効率性を向上させる、会議室や打合せスペース、作業スペースの配置

市民会館等庁舎外での会議開催や事務作業等を解消し、事務の効率化を図るため、会議室や打合せス

ペースのほか、一定期間専用使用（予算編成、人事作業、統計調査、税務等発送など）を可能とする作

業等スペースの確保を図る。また、スタンディングミーティングの実施等による執務室内の打合せスペ

ース確保の工夫やデジタル会議等、会議開催のあり方を含めた業務改善を併せて検討する。
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ⅲ 文書管理の見直し等による保管スペースのあり方検討

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

中核市移行に伴う保管文書等の増加に対応するため、新しい西棟内に必要最小限の書庫・倉庫を整備

しつつ、保存年限を過ぎた文書や必要のない保管備品等の破棄のほか、個人情報管理の対応を含め、

ファイリングシステムやデジタル文書化等を積極的に進め、各課における管理文書等の削減に努め、限

りある本庁内の書庫・倉庫の利用方法等の見直しを進める。

ⅳ 新しい西棟への会議室機能の集約化

新しい西棟に集約化される会議室等については、土日祝日や平日の夜間など、市が業務で使用しない

時間帯は、広く市民へ開放できるようにする。



必要な機能 機能の概要 機能の規模

ⅰ 会議室等
（※執務室等）

◇小人数の打合せから、大人数での会議・研修会等、用途に応じた使用ができるよう、

可動間仕切り等フレキシブルな構造やレイアウト等を検討する。

◇将来的に多様化する行政需要への対応も見据え、そうした際には執務スペースとし

ての利用も視野に入れた構造等を検討する。

900㎡程度

ⅱ 書庫・倉庫等

◇利用方法の見直しを進め、必要最小限の書庫・倉庫等を整備する。

◇建物内スペースの有効活用を図る観点から、書庫・倉庫は、東棟同様に中２階の

スペース等を活用して整備する。

◇備蓄倉庫に併設の書庫・倉庫については別途検討する。

（260㎡程度）
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② 新しい西棟に必要な行政機能の概要

（４）新しい西棟の各機能に関する諸元
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

③ 新しい西棟における行政機能の全体規模

行政機能の面積合計（共用部分を除く） 900㎡程度

※書庫・倉庫は中２階等のスペースを活用 （260㎡程度）

共用部分を含めた行政機能全体の規模 新しい西棟の１フロア分

＜参考＞ 前計画の１フロア面積は、1,600～1,800㎡程度（うち4割程度は共用部分）
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（４）新しい西棟の各機能に関する諸元

《参考》 新しい西棟に必要な行政機能面積の試算

①東棟における行政機能（執務室・会議室）の利用可能面積
10,229㎡

※執務室（1～9階）8,688㎡ ＋ 会議室（西棟整備後）1,541㎡＝10,229㎡

②本庁舎（東棟・西棟）に必要な行政機能の面積

11,123㎡

③新しい西棟に必要な行政機能の面積（東棟に不足する面積）

900㎡①の面積(10,229㎡)－②の面積(11,123㎡) ＝ △894㎡ ≒ △約900㎡
⇒ 東棟において不足する約900㎡ ＝ 新しい西棟に必要な行政機能面積

ⅰ 必要な執務室の面積【現東棟配置部局＋こども未来部】
（※起債基準に基づき、R1職員調査より必要面積を試算）

9,381㎡

ⅱ 配置未定の部局等室の面積
（※代表監査委員室、計量検査所、介護認定審査会室、入札室、厚生ホール）

423㎡

ⅲ 通常業務で必要な会議室等の面積
ア 現在の東棟会議室（4室） 273㎡
イ 現在の議会委員会室（4室） 357㎡
ウ 市民会館の市専用・高頻度使用室（7室） 689㎡

1,319㎡

合計（ⅰ～ⅲ） 11,123㎡
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（５）新しい西棟の整備イメージ

１ 新しい西棟の規模（面積・フロア等）

新しい西棟の機能
概ねの機能面積

（※共用部分を除く）
フロア数

概ねの施設面積

（※うち4割程度は共用部分）

市民交流機能 1,500㎡程度 ２フロア 3,200～3,600㎡程度

議会機能 1,700㎡程度 ２フロア 3,200～3,600㎡程度

行政機能の一部 900㎡程度 １フロア 1,600～1,800㎡程度

合 計 4,100㎡程度 ５フロア 8,000～9,000㎡程度
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（５）新しい西棟の整備イメージ

２ 新しい西棟の機能・規模イメージ

議会機能

1,700㎡程度
（２フロア）

行政機能の一部
（市民兼用会議室機能）

900㎡程度
（1フロア）

市民交流機能

1,500㎡程度
（２フロア）

防災機能

・免震構造あああああ
・避難場所、避難所あ
・耐震性貯水槽 など

※備蓄倉庫の設置場所
については別途検討

駐車場

西街区 193台
全体 約400台

＜参考 前計画時の西棟
（平成20年度実施設計）の概要＞
◇延床面積 9,961㎡
（地上5階・地下1階）※地下除く8,206㎡
◇構 造 耐震構造
◇フロア構成
1階 市民交流機能（市民利用施設）
2階 行政機能（執務室、会議室等）
3階 議会機能（議会事務局等）
4階 議会機能（議場、委員会室等）
5階 議会機能（議場傍聴席、ロビー等）
地下 倉庫（備蓄倉庫・書庫）



２．今後の予定

○第７回 福島市役所新しい西棟建設市民懇談会

ⅰ日程 令和２年１１月頃

ⅱ内容（予定） ・「基本計画」素案について

・市民交流施設の管理・運営について
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